２０１９年度京都型グローバル・ニッチ・トップ企業創出支援事業　
事業計画評価申請書
２０１９年　　月　　日
公益財団法人京都高度技術研究所　殿

（申込者）企業名：
代表者の職・氏名：　　　　　　　　　　　　　　印
｢２０１９年度京都型グローバル・ニッチ・トップ企業創出支援事業｣にかかる事業計画を次のとおり提出します。提出にあたっては、次の｢個人情報の取扱いについて｣に同意します。

	連絡担当者
	所属部署
	
	ＴＥＬ
	

	
	役　職
	
	ＦＡＸ
	

	
	氏　名
	
	E-mail
	


事業計画サマリーシート
１.企業概要
	フリガナ
企業名
	
	創業年月日
	

	
	
	法人設立年月日
	

	フリガナ
代表者名
	
	役　職　名
	

	
	
	生年月日
	

	業種(※参照)
	
	総人員数
（直近）
	役　　員　　　　　　　　名
全従業員　　　　　　　　名

	資本金
	千円
	売上高(直近)
	千円

	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	Ｅ-mail
	
	ＵＲＬ
	http://

	事業内容
取扱商品・
サービス
	

	住　所
(本社所在地)
	〒


	本社以外に事業所がある場合

	
	名　　称
	所　在　地
	従業員数

	
	
	〒

	

	
	
	〒

	

	
	
	〒

	

	
	
	〒

	

	株主構成
	主要取引先

	株主名
	会社との関係
	比率(％)
	販売先
	比率(％)
	仕入先
	比率(％)

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	


２.企業の経歴等
	会社沿革

	


	表彰実績、補助金・助成金、法に基づく認定、認証等

	


※企業概要の業種については、｢日本産業標準分類｣に示す小分類のうち、貴社の主となる事業内容の業種を記載してください。日本産業標準分類は、総務省統計局ホームページをご覧ください。
http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000023.html
[現行の日本産業標準分類 → 分類項目名、説明及び内容例示（一覧表示）で表示される３桁の数字部分の表記が小分類となります]
３.事業計画
グローバル化について，何をどのように取り組み、自社の事業を発展させようと考えているかについて、 [２]以降の項目は、箇条書き（３～５項目程度）にする等、簡潔に、分かりやすく 記載してください。
	[１] 事業計画名

	


	[２] 事業の目標
－申請事業の売上・新規雇用等の目標値と達成予定時期，波及効果（貴社全体の売上・雇用増等)等－

	


	[３] 事業計画の具体的内容
－技術・製品開発，事業可能性調査，展示会出展計画，販売計画，生産計画，海外展開対象国・地域等－

	


	[４] 事業計画作成に至った動機・背景
－これまでの取組内容や自社の現状から，事業計画作成に至った経緯や社会的背景について－

	


	[５] 事業環境の分析
－他社状況，競合状況，シェア，既存技術・市場との違い・差別化，計画の新規性等－

	


	[６] 本事業推進における自社の強み
－保有技術，知的財産（特許・商標等の内容・出願日等），ノウハウ等－

	


	[７] 計画実施体制
－社内の人材概要，支援パートナー，社外ネットワーク（大学等の共同研究や外部提携先等）－

	


	[８] 計画実現に向けての行動計画

	


	[９] 計画実現に当たっての課題・問題点と支援要望事項

　－技術・製品開発，事業可能性調査等の解決方法－

	


	[１０] 支援申請費　（助成率：対象事業費の２／３以内、助成額：１００万円以内）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


(単位：千円)　　　　　　　　　　　　　　　　
	経費
	金額
	内容

	区分
	費目
	
	

	人件費
	
	

	事業費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	

	合計
	
	


※｢費目｣欄には以下の費目から選んで記載してください。(各費目の内容は以下をご参照ください) 
支援対象経費
	経費
	内容・留意点

	区分
	費目
	

	人件費
	
	事業に直接従事する職員の人件費　
※健保等級単価を用いて単価算定

	事業費
	謝金
	知見の提供等に対する専門家等への謝金


	
	旅費
	交通費実費


	
	消耗品費
	試作等に要する資材、部品等の購入費


	
	レンタル
・リース代
	機械装置・備品等の借用費

	
	展示会出展費
	展示会の出展に関連する費用(小間料等)


	
	設備使用料
	第三者所有の実験装置、測定機器等の使用料


	
	補助職員手当
	事業に直接従事する職員を補助する臨時職員の給与


	
	外注費
	試作に要する加工費、Ｗｅｂサイトの構築等の外注費　


	
	委託費
	調査・試験・評価等の外部委託費　
※事業の全部を委託することは不可

	
	その他費用
	上記以外で事業計画の遂行に直接必要な費用　※内容を内容欄明記



(事業の進め方・留意点)
１．消費税は対象とはなりません。人件費、補助職員手当以外の、消費税の対象となる費目については消費税を控除した金額を計上してください。
２．当事業の支援協議会で記載経費を査定し、助成額を決定します。査定のためにお尋ねすることがありますので、経費の算定根拠は説明できるようにしておいてください。
３．経費は原則として清算払です。支払時には、見積書、契約書等の単価・数量の根拠資料、領収書、銀行振込確証等の支払確証を確認致しますので整備しておいてください。
以上
個人情報の取扱いについて


個人情報に関する取り扱いは、当財団が定める個人情報保護方針、取扱いに準拠します。


詳しくは、http://www.astem.or.jp/privacypolicyを御参照ください。


なお、本申請書記載の個人情報に関する利用目的等については下記に記載しております。必ず御確認ください。


１　個人情報の利用目的


　本申請書及び本事業において知り得た貴殿の個人情報は次の目的で使用します。


　①本事業は特徴のある技術・ノウハウを軸にしたブランド力の構築と海外販路開拓による中小企業の売上向上支援事業(海外展開支援事業)の審査を行う目的で、名簿等の資料作成に使用します。また本事業に関する各種連絡に使用します。


　②本事業終了後、当財団が実施する各種事業に関する御案内の送付に使用します。


２　個人情報の提供について


　本事業について、当財団は実施内容の詳細を京都市へ報告する義務があります。そのため、京都市産業観光局新産業振興室に事業報告書等として提供します。


３　個人情報の委託について


　本事業を遂行するため、委託契約書を締結した法人・団体へ必要な個人情報を委託する場合があります。


４　利用目的の通知、開示、訂正、追加、利用停止、削除などを御希望の場合


　御提供いただきました個人情報に関して、利用目的の通知、開示、訂正、追加、利用停止、削除などを希望される場合には、御利用者本人の要求であることを確認したうえで、所定の手続により、合理的な期間及び範囲で御希望に応じます。


下記の問合せ先へ御連絡ください。


５　個人情報の御提供は任意ですが、業務の性格上、申請書の情報の全部又は一部を御提供いただけない場合は、申請を受理できない場合があります。


６　個人情報の管理責任者とお問合せ先


　　公益財団法人京都高度技術研究所　　個人情報管理責任者： 総務部長


　　お問合せ先：公益財団法人京都高度技術研究所 総務部


　　〒600-8813　京都市下京区中堂寺南町134番地


Tel：075-315-3625（代）（受付時間：平日<月～金※祝祭日を除く> 9：00～17：00）


　　Fax：075-315-3614　　E-mail：info＠astem.or.jp　　�HYPERLINK "../../kinyu01/デスクトップ/http/www"��URL：http://www�.astem.or.jp
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